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（１）収容定員を変更する組織の概要 

 

①収容定員を変更する組織の概要（名称，入学定員（編入学定員），収容定員，所在地） 

収容定員を変更する組織 入学定員 
３年次 

編入学定員 
収容定員 所在地 

法学部 
法学科 

180 名 - 720 名 
山梨県甲府市酒折
二丁目４番５号 
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経営学部 
経営学科 

360 名 - 1,440 名 
山梨県甲府市酒折
二丁目４番５号 

健康栄養学部 
管理栄養学科 

40名 - 160 名 
山梨県甲府市酒折
二丁目４番５号 

国際リベラルアーツ学部 
国際リベラルアーツ学科 

80名 10 名 340 名 
山梨県甲府市酒折
二丁目４番５号 

 

②収容定員を変更する組織の特色 
法学部法学科は、学士（法学）の学位を修得できる学位プログラムを設けており、「法、

政治、行政及び隣接領域に関する教育研究活動を通じて、広い国際的視野を持ち実践的な知
識と技能を備え、創造力と行動力を発揮して理想の未来を創る人材を育成すること」を目的
とし、「この目的のため、ルールを創造的に活用し、問題解決に積極的に取組むことができ
る能力を培うことで、たくましく生きる力を育成すること」を教育目標としている。 
経営学部経営学科は、学士（経営学）の学位を修得できる学位プログラムを設けており、

「経営学、マーケティング、会計学、経済学等に関する教育研究活動を通じて、広い国際的
視野を持ち実践的な知識と技能を備え、創造力と行動力を発揮して理想の未来を創る人材
を育成すること」を目的とし、「この目的のため、自他や社会が抱える未解決の課題に果敢
に挑戦することを通して、たくましく生きる力を育成すること」を教育目標としている。 
健康栄養学部管理栄養学科は、学士（栄養学）の学位を修得できる学位プログラムを設け

ており、「栄養学、食品学、栄養マネジメント、給食経営管理に関する教育研究活動を通じ
て、広い国際的視野を持ち実践的な知識と技能を備え、創造力と行動力を発揮して理想の未
来を創る人材を育成すること」を目的とし、「この目的のため、健康の保持増進・疾病の予
防と改善を目指す栄養管理遂行能力と、地域社会の食生活と健康の向上に貢献する資質を
養うことで、たくましく生きる力を育成すること」を教育目標としている。 
国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科は、学士（国際リベラルアーツ）の学位

を修得できる学位プログラムを設けており、「人文教養、社会科学、及び数的推理等に関す
る教育研究活動を通じて、広い国際的視野を持ち実践的な知識と技能を備え、創造力と行動
力を発揮して理想の未来を創る人材を育成すること」を目的とし、「この目的のため、絶え
間なく変化する社会に適応し、責任感と協働・連携の意識を持って社会に貢献するためのス
キル、能力、特性を養うことで、たくましく生きる力を育成すること」を教育目標としてい
る。 
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（２）人材需要の社会的な動向等 
 

①収容定員を変更する組織で養成する人材の全国的，地域的，社会的同行の分析 
今回、収容定員を変更する法学部法学科、経営学部経営学科、健康栄養学部管理栄養学科、

国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科を含む本学は、山梨県甲府市にキャンパ
スが立地している。山梨県内の大学卒業者の就職状況は、ここ数年は安定して推移しており、
本学においても、後述の通り、順調に就職している状況である（資料１を参照）。 
法学部法学科については、その教育研究活動の特色から、公務員等を志望する学生が一定

数いるものの、民間企業への就職も着実におこなわれている。令和 5（2023）年度卒業生の
就職状況としては、304名の就職希望者に対して、298 名が就職決定者となっており、就職
希望者数に占める割合は 98％となっている（資料２を参照）。これは、法学部法学科の教育
目標に掲げている、法律という「ルールを創造的に活用し、問題解決に積極的に取組むこと
ができる能力を培うことで、たくましく生きる力を育成する」ことの成果として、高い水準
の就職決定を達成していると言える。このため、法学部法学科の入学定員を 60 名減員した
場合においても、これまで以上のきめ細やかな就職指導が可能となることから、引続き高い
水準の就職決定を達成できるものと考えている。 
経営学部経営学科については、その教育研究活動の特色から、ビジネスの知識とスキルを

活かし、多様な民間企業への就職が中心となっている。令和 5（2023）年度卒業生の就職状
況としては、232 名の就職希望者に対して、216名が就職決定者となっており、就職希望者
数に占める割合は 93.1％となっている（資料３を参照）。これは、経営学部経営学科の教育
目標に掲げている、ビジネスの知識とスキルを活かして、「自他や社会が抱える未解決の課
題に果敢に挑戦することを通して、たくましく生きる力を育成する」ことの成果として、自
身の希望に沿った就職先の選定をおこなっている結果であると言える。このため、経営学部
経営学科の入学定員を 30 名増員した場合においても、これまで同様の水準を達成できるも
のと考えている。 
健康栄養学部管理栄養学科については、その教育研究活動の特色から、管理栄養士の国家

資格を前提とした就職が中心となっている。令和 5（2023）年度卒業生の就職状況としては、
34 名の就職希望者に対して、34 名が就職決定者となっており、就職希望者数に占める割合
は 100％となっている（資料４を参照）。これは、健康栄養学部管理栄養学科の教育目標に
掲げている、「健康の保持増進・疾病の予防と改善を目指す栄養管理遂行能力と、地域社会
の食生活と健康の向上に貢献する資質を養うことで、たくましく生きる力を育成する」こと
の成果として、過去 5年間も含めて 100%の就職を達成していると考える。このため、健康
栄養学部管理栄養学科の 3 年次編入学定員を 10名減員した場合においても、これまで同様
の確実な就職指導が可能となることから、引続き高い水準の就職決定を達成できるものと
考えている。 
国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科については、その教育研究活動の特色
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から、国際的な視座によるリベラルアーツ教育により、学生それぞれの専攻（メジャー）に
応じた就職が中心となっている。令和 5（2023）年度卒業生の就職状況としては、34 名の
就職希望者に対して、29 名が就職決定者となっており、就職希望者数に占める割合は 85.3％
となっている（資料５を参照）。これは、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科
の教育目標に掲げている、「絶え間なく変化する社会に適応し、責任感と協働・連携の意識
を持って社会に貢献するためのスキル、能力、特性を養うことで、たくましく生きる力を育
成する」ことの成果として、年度によって就職割合は変動があるものの、それぞれの希望に
沿った就職を実現している。このため、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科の
入学定員を 30 名増員した場合においても、これまでの就職支援の知見を更に活かせるよう
に、組織を横断した支援体制の再構築をおこない、それぞれの専攻に応じた就職を実現でき
ると考えている。 
以上のように、収容定員を変更する組織で養成しようとする人材については、コロナ禍の

時期であったことも踏まえても安定的に就職をおこなっていることから、地域又は社会に
おける需要に対して、十分に人材を供給できており、地域又は社会の要請にも確実に合致し
ていると考えている。 
 

②中長期的な 18 歳人口等入学対象人口の全国的，地域的動向の分析 
本学が多くの志願者・入学者を確保してきた山梨県と長野県の 18 歳人口は、全国の推移

傾向と同様に中長期的にみると減少の一途をたどっていく（資料６を参照）。   
しかし、大学進学率に着目すると、いずれの地域でも大学進学を目指す層が大幅に縮小し

ておらず、年々増加傾向であることが確認できる（資料７を参照）。  
山梨県の大学進学率は、全国平均にならぶ大学進学率が維持されており、人口減少の中で

も大学進学者数は減少していない。また、山梨県に隣接する長野県では進学動向に顕著な変
化が確認されている。すなわち、長野県の大学進学率は全国のそれを大きく下回っていたが、
ここ数年は大学進学率が上昇している。このため、以前は潜在的志願者とならなかった層が
大学進学へと意向を変化させており、この傾向や今後の人口動向を踏まえて、同県での学生
募集を維持拡大する余地があると考えている。 
さらに本学では、中国をはじめ、世界各国から留学生を受け入れている。新型コロナウイ

ルス感染症による入国制限により、全国的に日本（学部）への留学生は減少したものの、解
除後の留学資格での新規入国者は増加に転じており、現時点では日本留学の大きな障壁は
なく、近年の志願状況を踏まえても定員充足は可能であると判断している（資料８を参照）。 
 

③収容定員を変更する組織の主な学生募集地域 
本学はキャンパスが立地する地元山梨県と隣接する長野県から多くの志願者・入学者を

獲得してきていることから、国内募集においては、山梨県及び長野県を主な学生募集地域と
して設定している（資料９を参照）。これらの地域には、定員を増加させる経営学部経営学
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科および国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科の直接的な競合関係となる学部
を設置している私立大学がないため、地元での進学を希望する学生の受け皿となる進学先
は、本学に限られると考えることができる。経営学部経営学科では、経営学、マーケティン
グ、会計学、経済学等の学問分野に関する教育を行っているが、山梨県内には「経営学部」
を設置する大学が存在していない。また、長野県内の私立大学では「総合経営学部総合経営
学科」が設置されているが、募集人員が 90人と少ない一方で、志願者数は 400 人近くを維
持している。このため、同県内の私立大学進学者のうち経営系学部の進学先としては、本学
の経営学部経営学科が有力な選択肢になると考えている。  
他方、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科では、人文教養、社会科学及び数

的推理等のリベラルアーツカリキュラムを英語で提供しているため、在学生の約９割が海
外からの留学生となっており、学生募集の地域としては主に海外を設定している。新型コロ
ナウイルス感染症に伴う入国制限等で一時的に日本への留学生は減少に転じたものの、入
国制限解除後は本学部における志願者数も過去最高を記録し、令和 6（2024）年度は 48 の
国と地域から留学生を受け入れており、継続した学生募集活動により、海外からの志願者・
入学者の確保も可能であると判断している。 
 

④既設組織の定員充足の状況 
本学が設置する各学部学科の入試状況は、【資料 10】にまとめた通りである。留学生を対

象とした入試を除くと、キャンパスが立地する山梨県とその周辺エリアに学生募集を依存
している学部学科では、入学者の確保に苦労するようになっているが、本学の強みを活かし
て、キャンパス周辺エリア以外からも入学者の確保が可能な学部の募集力を強化すること
により、安定的に入学者を確保できる状況を継続していきたいと考えている。各学部学科の
学生確保の状況について、以下に詳述する。  
法学部では、平成 28（2016）年度までは、同法学科と同政治行政学科の双方の入学者が

入学定員を上回っていたが、その後、政治行政学科の入学者数が入学定員である 170 人を
下回る状況が、平成 29（2017）年度より３か年度にわたって継続した（資料 11 を参照）。
他方、経営学部経営学科は、入学者数が入学定員を上回る状況が続いており、特に平成 28
（2016）年度以降は、入学者が急速に増加した（資料 12 を参照）。このような学部学科間
の入試動向を踏まえ、入学定員の適切な管理の観点から、入学定員の見直しが必要な状況に
至り、法学部政治行政学科の学生募集を停止し、同学科の定員を法学部法学科と経営学部経
営学科へ配分するため、令和元（2019）年度中に収容定員変更に係る学則変更の届出を行っ
た。法学部法学科では、令和元（2019）年度入試まで志願者が増加し、同政治行政学科の学
生募集を停止し法学科の定員を増加させて臨んだ最初の入試である令和 2（2020）年度入試
においても、二学科合計の志願者数と同水準の志願者を確保することができた（資料 11を
参照）。このため、令和 2（2020）年度入試においては、法学部法学科の入学者数が予想を
はるかに上回る結果となり、入学定員の適切な管理の観点から、更なる入学定員の調整が必
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要となったため、スポーツ科学部スポーツ科学科の入学定員を 200人から 170人に削減し、
法学部法学科の入学定員を 300 人に変更した。その後、令和 3（2021）年度入試では、法学
部法学科の志願者数が減少に転じ、変更前の入学定員 300 人に対して入学者数は 341 人で
あった（資料 11 を参照）。入学定員を上回る学生確保が難しくなるような状況ではなかっ
たものの、キャンパス周辺エリア以外の地域からの流入が多くない当該学部の傾向を踏ま
えると、今後、入学者数が大幅に増加することは想定されないと判断される状況であった。
他方で、経営学部経営学科については、増加傾向にあった志願者数が減少に転じ、当該年度
の志願者数は令和元（2019）年度と同水準となっているものの、入学者数については増加し
ている状況である。私立大学等経常費補助金の算定根拠として使用されてきた定員超過率
をみると、令和 2（2020）年５月時点における経営学部の定員超過率が 1.18 倍であったの
に対して、令和 3（2021）年５月時点の定員超過率が 1.29 倍に上昇しており、当該学部に
交付される同補助金の不交付要件をかろうじて下回る水準であった。このような状況を受
けて、経営学部経営学科の入学定員を適切に管理するためには、これらの学部間で入学定員
の見直しが不可欠であると考える状況に至り、令和 4（2022）年度の入学定員について、法
学部法学科を 20 人削減し 280 人とし、経営学部経営学科を 20 人増加して 320 人とする届
出を行った。令和 4（2022）年度入試の入試結果をみてみると、法学部法学科が入学定員 280
人に対して入学者が 336 人、経営学部経営学科が入学定員 320 人に対して入学者が 360 人
であり、令和 5（2023）年度入試の結果をみると、法学部法学科が入学定員 260 人に対して
入学者が 307 人、経営学部経営学科が入学定員 320 人に対して入学者が 362 人であった。
このため、法学部法学科では、志願者数と入学者数の双方において減少傾向が続いているこ
とを踏まえると、同学部の入学定員を削減し、入学者数が増加傾向にある経営学部経営学科
の入学定員を増加させることが必要であるとの判断に至った（資料 12 を参照）。  
国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科は、英語による教育課程を提供してい

るため、海外からの留学生を獲得することに成功し（多くが９月入学）、順調に入学者を増
加させている。私立大学等経常費補助金の算定根拠として使用されてきた定員超過率をみ
ると、令和 4（2022）年５月時点における国際リベラルアーツ学部の定員超過率が 1.06 倍
であったのに対して、令和 5（2023）年５月時点の定員超過率が 1.16 倍に上昇し、令和 5
年（2023）年９月入学の志願者数も増加傾向にあることから、入学定員を適切に管理するた
め、好調な学生募集状況を鑑み、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科の入学定
員を増加させることが必要であるとの判断に至った。さらに、欧米を中心とした海外からの
編入学希望者への対応として、後述する健康栄養学部管理栄養学科の３年次編入学定員を
削減し、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科に新たに３年次編入学定員を 10
人設けることとした。（資料 13 を参照） 
健康栄養学部管理栄養学科は、年度ごとに志願者の増減と入学者の増減を経験している。

同学部の卒業生の管理栄養士国家試験合格率は全国平均を大きく上回っており、キャンパ
スが立地する周辺エリアでは、その教育に対して高い評価を得ていると考えているが、年度
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によって志願者の動向が異なるため、入学者の確保に苦戦する年度が存在していることも
確かである（資料 14 を参照）。また、健康栄養学部管理栄養学科は３年次編入（定員 10人）
を設けているが、近年では編入定員を充足しておらず、現状の入試状況を踏まえると大幅な
増加は見込めないことから、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科の入試状況
や海外から日本への留学動向を踏まえ、３年次編入学定員を 10 人削減し、国際リベラルア
ーツ学部の編入学定員を 10 人設けるという判断にいたった。なお、入学定員の 40 人は維
持し、安定的な志願者、入学者確保に努めていく。 
スポーツ科学部スポーツ科学科については、これまで入学定員を上回る入学者を確保し

てきたものの、年度によって入学者数や定員充足率に差が生じている。令和元（2019）年度
の入学者は、当該年度の入学定員であった 190 人を大幅に上回ったものの、令和 2（2020）
年度と令和 3（2021）年度の入学者数と入学定員との差分はわずかであった。また、志願者
数も令和 3（2021）年度まで減少が続いていた。しかし、令和 4（2022）年度の志願者数は
増加に転じ、入学者数も一気に回復する状況となり、入学定員 170 人に対して最終的な入
学者数は 240 人に達した（資料 15 を参照）。私立大学等経常費補助金の算定根拠として使
用されてきた定員超過率をみると、令和 3（2021）年５月時点におけるスポーツ科学部の定
員超過率が 1.10 倍であったのに対して、令和 4（2022）年５月時点の定員超過率が 1.41 倍
に上昇し、当該学部に交付される同補助金の不交付要件に該当する水準まで急激に上昇し
てしまった。このように、スポーツ科学部スポーツ科学科では、入学定員を適切に管理する
ために、今後の入学定員の見直しが不可欠な状況となったため、令和 5（2023）年度の入学
定員を 20 人増加させて、190 人とする届出を行った。さらに翌年度入試においても安定的
に 300 人を超える志願者が維持できたことから、令和 6（2024）年度の入学定員を 10 人増
加させて、２００人とする届出を行った。このような入試動向を踏まえると、スポーツ科学
部スポーツ科学科では、今後もキャンパスが立地する周辺エリア以外の地域からも入学者
を確保することができ、直近２年度の入学者数が 236 人、219 人と変更後の入学定員である
200 人を上回っていることから、今後も収容定員を上回る状況を維持することが可能である
と判断している。 
 

（３）学生確保の見通し 
 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 
ア 既設組織における取組とその目標 

  平成 27（2015）年度と平成 28（2016）年度に国際リベラルアーツ学部およびスポーツ
科学部が開設されたことに伴い、大学全体の入試広報戦略の見直しを行い、従来よりも早
期に、しかも志願者の進路選択に有効に働きかけることのできるタイミングで入試広報
が行われるように計画立案を進めてきた。具体的には、入学を検討している潜在的な志願
者に直接、本学の魅力を伝えることができるオープンキャンパスの日程を効果的に配置
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し、事前の広報にも力を入れることで志願者と入学者を着実に増加させる取り組みを続
けてきた。オープンキャンパスを通じた入試広報活動が志願者や入学者の確保に結びつ
くような成果をあげるためには、ターゲットとなる潜在的志願者層にアプローチして、事
前の認知獲得の機会を設けることに加えて、オープンキャンパスの開催情報を適時適切
に伝える広報が必要となる。前者の潜在的志願者に本学を認知してもらう、すなわち将来
受験することを検討する志望校の候補として認知してもらうために、潜在的志願者が進
路情報を収集し進路について真剣に考える時期と推定されるタイミングで、情報提供型
の広報を展開している。また、オープンキャンパスの開催情報については、高校２年生と
３年生を対象として、十分な告知期間となるように紙媒体とWEB 媒体を組み合わせて広
報施策を実施している。このようなオープンキャンパス実施前の事前の広報を十分に実
施することで、潜在的志願者が本学と直接的な接触をもつ機会となるオープンキャンパ
スへの誘導を試みている。 

  令和 6（2024）年度入試の志願者を対象としたオープンキャンパスを始めとする募集広
報の実施概要は、【資料 16】に記載のとおりである。 
オープンキャンパスで提供するコンテンツの企画を検討するに当たっては、過年度の

アンケート調査の結果や過年度の志願者のオープンキャンパス参加状況の分析結果を参
照している。このようなデータに基づいて、オープンキャンパスの開催日程ごとにターゲ
ットとして意識するべき主要な参加者層や参加してもらいたいターゲット層を明確にし、
そこに伝達するべきメッセージの内容を確定した上で、事前の広報の内容や当日のプロ
グラムの内容を検討している。企画立案の前提となるデータの集積と分析は、入試センタ
ーのスタッフが担当し、この分析に基づく広報施策の設計は担当副学長が出席する学内
会議での検討を経て、入試委員会広報小委員会で基本方針が説明されている。この基本方
針に基づいて、各学部が個別の提供コンテンツを企画し実施計画を取りまとめた上で、入
試センターに報告している。なお、次年度以降のオープンキャンパスの企画を検討するた
めに、各回の来場者の満足度調査を継続的に実施し、満足度と本学への実際の出願とに共
変関係があることを確認することで、どのようなプログラムやメッセージが満足度を高
めることにつながるのかを継続的に分析しており、このようなＰＤＣＡサイクルは今後
も継続することにしている。 
他方、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せなかった中で、オープンキャンパスの

開催形態を検討する過程で、ホームページやＳＮＳを通じた情報の伝達にも注力してき
た。令和 3（2021）年度入試から入試制度が大幅に変更になることを踏まえて、大学の入
試広報ホームページに特設コーナーを設けて、新しい入試制度の概要を説明している。こ
のコーナーでは、別に作成された紙媒体での説明資料（入試概要パンフレット）と同じキ
ャラクターが動画で説明を行うコンテンツも用意されており、入試制度の大幅な変更と
新型コロナウイルス感染症に伴うさまざまな制限によって不安を感じている高校生にも、
新しい入試制度をわかりやすく伝える工夫を行った。このような動画コンテンツの作成
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は、各学部の教育の特色を紹介する動画コンテンツを公開へと展開し、キャンパスの様子
を紹介する動画の公開も行うなどしている。新型コロナウイルス感染症の収束以後も来
場型オープンキャンパスに参加する以前の段階から、オンライン上で各学部の教育の特
色を紹介したり、在校生も様子を知ったりすることができる機会を設けることで、実際に
キャンパスに訪問できなくても本学の教育活動の魅力を伝えることができるように工夫
を継続している。 

  冒頭でも説明した通り、上記のオープンキャンパスの事前告知についても、十分な広報
機会を確保することができるように、広告物の発送やＷＥＢ ＤＭの配信、さらに高校訪
問の時期を工夫してきた。特に、本学への入学者が多い山梨県・長野県・静岡県の三県を
重点広報エリアと位置づけて、大学進学者のいるほぼすべての高等学校を訪問している。
これらの地域における高校訪問は、オープンキャンパスへの参加や学校推薦型選抜の出
願準備が本格化する７月に向けて実施している。例年、山梨県内の私立大学への進学者の
多い地域において、高校訪問の実施に加えて、重点広報エリアでは、オープンキャンパス
の実施に関する情報を高校生に直接情報を届けるＤＭの送付や、インターネット上のタ
ーゲッティング広告を実施して、本学の認知を獲得するように努めている。山梨県に隣接
する県からの志願者について、本学との事前接触の機会（認知核とのルート）を検証した
ところ、従来のように事前の接触機会がない志願者が増加していることが判明している。  
さらには、海外からの留学生確保にあたっては、設置法人が中国事務所を開設しており、
現地の高校や日本語学校等への募集広報の任にあたっている。このほか、各国で行われる
留学生フェアへの出展や外国語でのホームページコンテンツの発信等、留学生に遡及す
る募集広報にも取り組んでいる。 

  他方、近年の取り組みとしては、令和元（2019）年度入試から、本学への出願が容易に
なるように、オンライン出願のシステムを導入し出願書類の準備にかかる受験生のコス
トを大幅に軽減した。オンライン出願システムの導入により、受験生が出願時に作成しな
ければならない書類を大幅に削減し、出願決定から実際に出願が完了するまでの時間を
節約できるようにしたほか、出願を受け付ける本学側でも出願受付に係る多くの作業を
自動化することによって、出願期間を従来よりも長期間設定することができるなど、より
多くの受験生からの出願を可能とするための入試オペレーションを構築することができ
た。また、首都圏の規模の大きい大学との併願者からも入学者を確保することができるよ
うに、一般入試の入試日程の追加・検討を継続して行っている。このような実際の出願に
関連する情報についても、本年度の「大学入学者選抜実施要項」が公表され次第、直ちに
広報を開始することができるように広報物やホームページを通じた情報発信を行ってい
る。 

  以上のように、本学キャンパスが立地する周辺エリアの潜在的志願者に適時に情報を
発信する施策を実施し、来場型オープンキャンパスで本学への志願を決意してもらえる
ように、提供するコンテンツの検討を行う計画となっている。また、海外からの留学希望
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者を対象とした施策も実施し、幅広く志願者確保に努めている。加えて、入学者が出願す
る際の書類作成の負担にも配慮したシステムを導入したことにより、併願先として本学
を志願する場合にも、作業が容易になるようにしている。 

 

イ 収容定員を変更する組織における取組とその目標 
 定員変更に伴う学生募集広報については、既存の施策を活用するとともに、よりきめ細
やかな高校訪問による接触機会の増加や新たな募集ルート（動機付け）の開拓が必要であ
ると考えている。このため、これまでの山梨・長野・静岡の各県専任の入試推進員に加え、
高校訪問、ガイダンス、各種イベント等幅広く募集広報を担う大学事務局職員兼務の入試
推進員を選出し、募集広報の任にあたることとしている。兼務推進員は、教務や学生支援、
就職支援を本務としている職員であることから、学部学科のカリキュラムに加え、入学後
のより具体的な大学生活のイメージを想起させることができ、新たな志願の動機付けの
効果が期待される。また、近年では、経営学部経営学科への中国からの留学生が増加傾向
にあるが、これは中国現地事務所との緊密な連携によるものである。今後も留学生の志願
者確保に向け、現地日本語学校等へのアプローチを継続していく。一方で在学生の９割を
留学生が占める国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科では、海外からの志願
者が日本での生活や本学での学びを想起できるよう、英語版ホームページのコンテンツ
の充実・強化を図るとともに、現地の留学エージェントとの連携、渡航制限解除により各
国の留学フェアへの参加が容易になったことから、これらにも積極参加し、同学部の魅力
を発信し、志願者確保につなげていく。 

 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく，収容定員を変更する組織での入学者の見込み

数 
 現状の志願者数・入学者数は変更後の入学定員を上回っていることから、前述の各種施
策の実施により、安定的な志願者確保、定員充足は可能であると判断している。経営学部
経営学科については、入試推進員の各校訪問による接触機会の増加、効果的なオープンキ
ャンパスの開催、中国現地事務所と連携した募集広報の実施により、入学定員の 330 名
の充足は見込まれ、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科については、海外留
学フェアやホームページ（英語コンテンツの充実）により、80 名の入学定員および 100
名の編入学定員の充足は可能であると考えている。 

 

②競合校の状況分析（立地条件，養成人材，教育内容と方法の類似性と定員充足状況） 
ア 競合校の選定理由と収容定員を変更する組織との比較分析，優位性 

  定員を増加する経営学部経営学科および国際リベラルアーツ学部については、山梨県
内には競合する大学はない。このため、経営学部経営学科については、地元・山梨県に次
いで志願者が多い長野県に経営系学部を設置し、本学と同じく、健康・スポーツ系学科を
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有し、学力層も同程度である松本大学を競合校として選定した。本学経営学部では、令和
5（2023）年度より、ビジネス社会においては、法と経営の結びつきは強いことから、法
学部と経営学部の設置科目の相互履修が可能とる新カリキュラムを整備した。これによ
り、法学分野、経営学分野の多角的視点から問題解決が可能となる経営力・ビジネス力の
育成が期待でき、これは法学部を有する本学の利点であり、競合校にはない強みといえる。
さらに、ゼミ担任制・学年担任制を設けており、学生との距離が近く、細やかな学修指導
管理が可能としており、講義科目においても少人数制の導入し、学生の成長に寄り添える
教育環境を整備している。入学者選抜においては、競合校は総合型選抜（一般学生対象）
の選抜日はⅠ期（１日）であるのに対し、本学ではⅡ期（３日）実施し、２月上旬に実施
する一般選抜Ⅰ期では、競合校は選抜日が２日間、地方会場４か所開設に対し、本学は３
日間、５か所開設と競合校よりも受験機会の門戸を広げている。また、奨学金制度では、
両校ともに授業料が全額（半額）免除となる学力特待生制度を用意しているが、加えて本
学では、学業や資格取得、文化芸術、社会活動等で優れた成果をあげた学生に対し、給付
型奨学金を支給しており、本学独自のプログラムとして提供をしている。一方、国際リベ
ラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科は、地方都市に位置し、海外から多くの留学生を
受け入れ、学生・教職員の外国籍比率も高く、英語でカリキュラムを提供している立命館
アジア太平洋大学（以下、ＡＰＵ）を競合校として設定した。ＡＰＵでは、本学同様に国
際学生寮を設置しており、24 時間 365 日各国から集まった留学生と触れある機会を設け
ており、常に世界を感じられる教育環境を整備している。カリキュラムでは、ＡＰＵでは、
３学部構成で学部ごとに関連した学修分野を履修するのに対し、国際リベラルアーツ学
部では、リベラルアーツ教育を基本に、１つの専門分野の殻に閉じこもらず、人文教養、
データサイエンス、社会科学、数理的推理、自然科学に加え、芸術や武道も英語で学べる
分野横断型カリキュラムが特徴となっており、本学の強みといえる。また、本学は地方都
市に有しているものの、世界遺産・富士山を有し、東京（新宿）まで鉄道（特急）で 90
分、羽田・成田の各国際空港と直通の高速バスも出ており、海外からの来校にも空港から
乗り換えなく本学へのアクセスが可能となっている。 

 

イ 競合校の入学志願動向等 
松本大学総合経営学部総合経営学科の 2023 年度入学志願動向は、入学定員 90 人に対

し、406 人が志願し、149 人が合格、このうち 116 人が入学した。過年度の入試状況を見
ても 400 人前後の志願者を確保している。（資料 17 を参照）入学定員が 90 人と少なく、
長野県からの本学経営学部の志願状況を鑑みると同県内の私立大学進学者のうち経営系
学部の進学先としては、本学の経営学部経営学科が有力な選択肢になり、定員充足が十分
に見込めると考えている。また、国際リベラルアーツ学部の競合校として設定したＡＰＵ
の 2023 年度入学志願動向について、各学部で国内・国際学生それぞれに募集人数を設定
しているが、各年度の志願者数は募集人数を上回っている。さらに収容定員も充足してい
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ることから、英語でカリキュラムを提供する大学（学部）への魅力・関心度は高く、留学
資格での新規入国者数が増加に転じていることを鑑みても、日本への留学者は今後も同
様程度の数は維持されると考えている。（資料 18、資料 19 を参照）このことから、留学
生については、地方あっても教育内容や大学（学部）の魅力により、定員充足は見込める
ことが確認でき、本学においても近年の志願状況を維持することは可能であると判断し
ている。 

  

ウ 収容定員を変更する組織において定員を充足できる根拠等（競合校定員未充足の場

合のみ） 
 該当なし。 

 

エ 学生納付金等の金額設定の理由 
 定員を増加させる本学経営学部経営学科の日本人学生の入学初年度の学費等納入金
（入学金、授業料、教育充実費）は 1,496,000 円である。一方、競合校とした松本大学総
合経営学部総合経営学科の学費等納入金（入学金、授業料、教育充実費）は 1,250,000円
となっている。本学経営学部経営学科の学費等納入金の金額は、競合校と比較すると高い
設定となっているが、本学が目指す少人数制の教育を実現するため、初年次及び第２年次
に履修することが想定される基礎的な授業科目の充実を目指した改革などに代表される
教育課程の充実や、今後の教育課程の改革に適した教室設備の充実、さらには、学生たち
にとって憩いの場所となるキャンパス整備を目指した新キャンパス棟の建設などを見据
えた設定となっている。また、本学キャンパスが所在する山梨県内の高等学校から私立大
学に進学する者のうち 2,600人程度が東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県に所在する私立
大学に進学している（資料 20 を参照）。これは、山梨県内の高等学校から私立大学に進学
する者の約 67％に相当するが、これらの地域に所在する大学に山梨県内からの通学は難
しいため、自宅外から進学先の私立大学に通学することが想定される。このような場合、
大学進学に伴って必要となる費用の総額（大学へ支払われる学費等納入金のみならず、自
宅外での生活に要する費用を含む）は、相当高額になると想定される。このように大学進
学に必要となる費用の総額でみた場合には、学費等納入金が比較的高い水準に設定され
ていることは、学生募集において必ずしも不利な要素とはならないと考え、これまでの志
願状況を踏まえても大きな障壁とは言えず、志願者動向にも影響はないと考えている。一
方、経営学部経営学科の留学生については、留学生修学支援費が現行の 100,000 円から
200,000 円に増額となるが、留学生の修学環境について、留学生を対象としたカリキュラ
ムの開発や学生寮の整備、外国籍教職員の採用強化等を継続して行っており、保護者や留
学生本人が安心して快適な留学できる環境があることを鑑みると志願動向に大きな影響
はないと考えている。また、国際リベラルアーツ学部の入学初年度の納入金は 1,796,000
円であり、国内競合校の立命館アジア太平洋大学の入学初年度納入金 1,500,000円と比較
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すると割高ではあるものの、在学生の約９割が留学生であることを踏まえ、海外のリベラ
ルアーツカレッジと比較すると安価であり、海外のリベラルアーツカレッジとの費用面
での競争力は優位であると言える。 

 

③先行事例分析 
該当なし。 

 

④学生確保に関するアンケート調査 
学生確保に関するアンケート調査は未実施であるが、入学定員変更の対象学部について

は、教育課程や教育環境について従前と変更はなく、前述のとおり、志願状況や入学者数を
踏まえ、定員充足は十分に可能であると考えている。 
 

⑤人材需要に関するアンケート調査等 
人材需要に関するアンケート調査等は未実施であるが、入学定員を増加させる経営学部

経営学科の卒業生は、特定の職種にのみ就職するわけではなく、多くの卒業生が多様な民間
企業に就職している。教員や公務員となったり、大学院に進学したりする者を除くと、多く
が地元の民間企業に就職している。キャンパスが立地する地元山梨県における大学卒業者
の就職状況は、安定して推移しており、本学が設置する学部学科の卒業生も、後述の通り、
順調に就職している状況である（資料１を参照）。 
経営学部経営学科については、その教育研究活動の内容からして、日々の教育において実

社会で求められるビジネススキルを意識した内容を取り入れることが容易であり、本学が
進めている教育改革においても、社会からの期待に応える実践力を重視した教育内容の提
供を目指している。このような大学の取り組みが評価されてきた証左として、同学部学科の
卒業生の就職状況をあげることができる。直近の令和 6（2024）年３月に卒業した令和 5
（2023）年度の同学部学科の卒業生のうち、就職希望者で就職先が決定した者は、232 名
で、就職希望者数に占める就職先が決定した者の割合は、93％であった（資料３を参照）。
過去５か年度の卒業生については、いずれの年度においても 95％前後の就職決定率を維持
している。 
同学部では、演習系の授業科目での学生の主体的な学びを重視するほか、最近では入学者

選抜の一部にグループディスカッションを取り入れたり、また、アクティブ・ラーニング型
授業やＰＢＬ型授業を増加させたりするなど、教育内容の充実と強化に努めてきた。現在、
全学的に進めている実践力を重視した教育プログラムを提供することを目指した改革の先
頭に立って牽引している学部学科ということができる。このような教育内容と人材養成の
考え方が、卒業生を受け入れる企業等にも理解された結果、上記のような決定率が維持され
てきたものと考えている。このため、同学部学科の入学定員が 30 人増加したとしても、卒
業生の就職先の決定は同様の水準を維持することができると見込んでいる。 
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国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学科では、就職という選択に加え、リベラル
アーツ教育によって得られた知識や教養、探究心をさらに深化させるために大学院進学を
推奨している。このため、就職決定者数は他学部と比較すると多くないが、リベラルアーツ
カリキュラムや国際的な学習・生活環境の中で、多様な価値観や批判的思考力、言語運用能
力を身につけ、国内民間企業や官公庁に加え、海外展開をしているグロバールカンパニー、
自国での有力企業への就職を果たすなど、年々就職先は広がり、就職決定率も高まりを見せ
ている（資料５を参照）。同学部では、入学定員 30名、編入学定員 10 名の定員増となるが、
多くは９月入学の海外からの留学生を想定しており、就職先は日本国内のみならず出身国
（海外）と多岐に渡り、大学院進学希望者（進学準備者）もいるため、一概には進学率の予
測は難しいが、近年の就職実績を踏まえると就職状況は維持できると考えている。 
今回の届出によって入学定員が減少することになる法学部法学科について、過去５か年

度の卒業生の就職希望者数に占める就職決定者数の割合を調査してみると、いずれの年度
も就職希望者数に占める就職決定者数の割合が 96％以上となっており、法学部法学科の教
育活動と人材育成が社会的、地域的な人材需要の動向にこたえるものとなっていることが
確認できる（資料２を参照）。 
本学の法学部は、毎年多くの公務員合格者を輩出し、地域の公共サービスの担い手を養成

することに貢献してきた。二学科体制から一学科体制に移行することで、法学部に設置され
ていた法学科と政治行政学科それぞれの教育課程を法学科の教育課程が引き継ぐことにな
った。現在では、法学分野と政治行政分野を横断した教育課程の編成が可能となり、公務員
養成に適した授業科目の編成が容易になったと考えている。 
法学部法学科の入学定員が 60 人削減されて 180 人となれば、以降の卒業生数は増加する

わけではないことから、定員の変更後も引続き、現在のように好調な就職状況を維持するこ
とが可能であると判断している。また、上述のように、同学部学科では、二学科体制におけ
る教育課程と比較した場合に、法学分野と政治学分野を融合した教育研究活動が可能とな
ったことで、これまで以上に社会的、地域的な人材需要の動向を踏まえた人材養成が可能に
なると考えている。具体的には、実社会における法的なルールの運用と、それらが生み出さ
れる公的な仕組みや背景事情を同時に学ぶことで、主として法曹養成を念頭に置いた伝統
的な法学科のカリキュラムよりも実社会のニーズに即した人材養成を行うことができるよ
うになる。このような一学科体制の利点を最大限に活かして、地方に立地する小規模な私立
大学に設置された法学部ではあるが、社会的人材重要の動向に即した教育活動を展開し、人
材養成のための教育力において地域社会から評価されることを目指して、今後も努力を続
けていきたいと考えている。 
健康栄養学部管理栄養学科は編入学定員を 10 名削減し、４年次定員は 40 名となるが、

同学部では、卒業時に合格を目指す管理栄養士の資格をいかす専門職への就職をサポート
している。過去５か年の就職決定状況は他学部より高い決定率を維持し（資料を４参照）、
多くが病院や委託給食業者、健康関連企業、福祉施設などに就職していることから、健康栄
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養学部管理栄養学科の教育活動と人材育成が社会的、地域的な人材需要の動向にこたえる
ものとなっていることが確認できる。定員変更後も少人数学科の特性をいかし、個々の希望
に応じた就職支援を行うことが可能であることから、現在のような好調な就職状況の維持
は可能であると判断している。 
本学では、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー

の三つの方針（３つのポリシー）を策定し、その内容を検証する際に、地元自治体や地域経
済の担い手の人材需要に対する期待やニーズを反映させることができるように、山梨県内
の地方公共団体や企業から意見を聴取する機会を設けることにしている。実際に、地元の経
済団体の協力を得て、外部の視点から、特に実社会での実践力の要請を期待する経済団体の
視点から、本学の教育内容を点検していただく取り組みが始まっている。このようなＰＤＣ
Ａサイクルに基づく教育改革を着実に推進することで、各学部学科における教育課程の編
成や、日々の授業実施と通じた教育活動が、社会が求める人材養成にかなったものとなるよ
うにしていくことを考えている。 
 

（４）収容定員を変更する組織の定員設定の理由 
 

 これまでに記載した人材需要の社会的動向と学生確保の見通しを踏まえて、既に記載の
通り、新しい定員の設定をおこなった。 
 法学部法学科、経営学部経営学科、健康栄養学部管理栄養学科、国際リベラルアーツ学部
国際リベラルアーツ学科については、それぞれに養成しようとする人材と、地域又は社会の
需要とが合致しており、安定的な就職につながっていると考えている。 
 また、入学の対象とする志願者の確保についても、山梨県と長野県の大学進学率を踏まえ
て、学生募集の維持拡大の余地があると考えている。加えて、海外からの留学生の確保も十
分におこなえる状況である。 
 本学が設置している学部学科の入試状況は、入学定員の充足という点においては、安定的
な入学者を確保している。しかしながら、学部学科の近年の入試の動向を踏まえて、法学部
法学科においては入学定員を、健康栄養学部管理栄養学科においては第３年次の編入学定
員をそれぞれ減員する。一方で、今後の入学生確保が着実におこなうことができると判断し、
経営学部経営学科においては入学定員を、国際リベラルアーツ学部国際リベラルアーツ学
科においては入学定員と第３年次の編入学定員をそれぞれ増員する。 
 今後も、オープンキャンパスや、広報活動を更に強化し、潜在的な志願者への情報発信を
適切におこないつつ、競合校の入学志願者の動向や、養成しようとする人材の需要を常に意
識しながら、入試広報活動をおこなっていく。 
 以上を踏まえて、学内にて検討を重ねた結果、今回の定員を設定し、届出をおこなうもの
である。 
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学生の確保の見通し等を記載した書類（資料） 

目次 
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資料１：山梨県内の大学卒業者の就職状況 
 

公表年度 卒業予定者 就職希望者 内定学生数 就職内定率 

２０２０年度 ３，４０２人 ２，８６４人 ２，７０８人 ９４．６％ 

２０２１年度 ３，２０５人 ２，６６２人 ２，５２６人 ９４．９％ 

２０２２年度 ３，３２８人 ２，７４７人 ２，５４２人 ９２．５％ 

２０２３年度 ３，４４１人 ２，８５１人 ２，６５９人 ９３．３％ 

２０２４年度 ３，２８３人 ２，７５９人 ２，５４０人 ９２．１％ 

※ 山梨県労働局が公表しているデータに基づき、各年度４月１日時点の数値を記載してい
る。また、割合は、小数点第２以下を四捨五入している。 
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資料２：法学部の就職状況 
 

卒業年度 就職希望者数 就職決定者数 
就職希望者数に 

占める割合 

２０１９年度 ３５２人 ３４７人 ９８．６％ 

２０２０年度 ３２０人 ３００人 ９３．８％ 

２０２１年度 ３６３人 ３５０人 ９６．４％ 

２０２２年度 ３３６人 ３２６人 ９７．０％ 

２０２３年度 ３０４人 ２９８人 ９８．０％ 

※ 就職決定者数は５月１日時点の人数である。また、割合は、小数点第２以下を四捨五入
している。 
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資料３：経営学部の就職状況 
 

卒業年度 就職希望者数 就職決定者数 
就職希望者数に 

占める割合 

２０１９年度 １８４人 １８１人 ９８．４％ 

２０２０年度 １８４人 １７０人 ９２．４％ 

２０２１年度 １９５人 １９１人 ９７．９％ 

２０２２年度 ２２６人 ２１９人 ９６．９％ 

２０２３年度 ２３２人 ２１６人 ９３．１％ 

※ 就職決定者数は５月１日時点の人数である。また、割合は、小数点第２以下を四捨五入
している。 
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資料４：健康栄養学部の就職状況 
 

卒業年度 就職希望者数 就職決定者数 
就職希望者数に 

占める割合 

２０１９年度 ３５人 ３５人 １００％ 

２０２０年度 ４３人 ４３人 １００％ 

２０２１年度 ４２人 ４２人 １００％ 

２０２２年度 ４６人 ４６人 １００％ 

２０２３年度 ３４人 ３４人 １００％ 

※ 就職決定者数は５月１日時点の人数である。また、割合は、小数点第２以下を四捨五入
している。 
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資料５：国際リベラルアーツ学部の就職状況 
 

卒業年度 就職希望者数 就職決定者数 
就職希望者数に 

占める割合 

２０１９年度 １９人 １４人 ７３．７％ 

２０２０年度 ４人 ３人 ７５．０％ 

２０２１年度 ２０人 １６人 ８０．０％ 

２０２２年度 １１人 １１人 １００％ 

２０２３年度 ３４人 ２９人 ８５．３％ 

※ 就職決定者数は５月１日時点の人数である。また、割合は、小数点第２以下を四捨五入
している。 
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資料６：今後１０年間の１８歳人口の動向 
 
【全国】 

 
※各年度の学校基本調査をもとにリクルート進学総研が算出 
 
キャンパス周辺エリアの 18 歳人口の動向   
【山梨県】 

 
※各年度の学校基本調査をもとにリクルート進学総研が算出 
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【長野県】  

 
※各年度の学校基本調査をもとにリクルート進学総研が算出 
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資料７：大学進学率の推移  
 

 年度  全国  山梨県  長野県  

２０１９年度  ５０．０％  ５０．４％  ４０．１％  

２０２０年度  ５１．１％  ５１．６％  ４１．９％  

２０２１年度  ５２．９％  ５３．５％  ４３．６％  

２０２２年度  ５５．３％  ５５．０％  ４６．５％  

２０２３年度 ５６．８％ ５６．２％ ４８．３％ 

※各年度の学校基本調査をもとに算出 
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資料８：留学資格での新規入国者数推移 
 

 
出典：出入国管理統計 
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資料９：都道府県別の入学者数 
 

北海道 １４ 東京都 １９ 滋賀県 ４ 香川県 ８ 

青森県 ６ 神奈川県 １６ 京都府 ２ 愛媛県 ７ 

岩手県 ５ 新潟県 １１ 大阪府 ９ 高知県 ６ 

宮城県 ７ 富山県 ３ 兵庫県 ８ 福岡県 ５ 

秋田県 ５ 石川県 ６ 奈良県 ０ 佐賀県 １ 

山形県 ５ 福井県 ８ 和歌山県 ３ 長崎県 ３ 

福島県 ５ 山梨県 ３５７ 鳥取県 ２ 熊本県 ０ 

茨城県 ２０ 長野県 ７５ 島根県 １ 大分県 ２ 

栃木県 １２ 岐阜県 ９ 岡山県 ５ 宮崎県 ４ 

群馬県 １２ 静岡県 ４２ 広島県 ５ 鹿児島県 ３ 

埼玉県 ２１ 愛知県 １３ 山口県 ５ 沖縄県 ６ 

千葉県 ８ 三重県 ３ 徳島県 ５ 海外 ３２１ 
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資料１０：既設学部の過去５年度の入試状況（４月入学者対象入試）  
 
【２０１９年度】  

学部学科  志願者数  受験者数  合格者数  入学者数  

法学部法学科   ５２１   ５１３   ３７０   ２５５  

法学部政治行政学科   ３２０   ３１８   ２４３   １６９  

経営学部経営学科   ６０８   ５９７   ４４４   ３４７  

健康栄養学部管理栄養学科   １４０   １３５    ８０    ４５  

国際リベラルアーツ学部    ５４    ５３    ４２    ２３  

スポーツ科学部スポーツ科学科   ３５８   ３５５   ２９０   ２２４  

合計  ２，００１  １，９７１  １，４６９  １，０６３  

  

 

【２０２０年度】  

学部学科  志願者数  受験者数  合格者数  入学者数  

法学部法学科   ８２９   ８１７   ５７７   ３８７  

経営学部経営学科   ８５６   ８１７   ４１２   ２９６  

健康栄養学部管理栄養学科    ９６    ９４    ５９    ３４  

国際リベラルアーツ学部    ９２    ９０    ５５    ３１  

スポーツ科学部スポーツ科学科   ３６９   ３６７   ２７９   ２１０  

合計  ２，２４２  ２，１８５  １，３８２   ９５８  



 

－学生確保（本文資料）－13－ 
 

 【２０２１年度】  

学部学科  志願者数  受験者数  合格者数  入学者数  

法学部法学科   ６９３   ６８４   ５６２   ３４１  

経営学部経営学科   ６８４   ６４９   ５１０   ３６７  

健康栄養学部管理栄養学科   １２１   １１４    ８２    ４０  

国際リベラルアーツ学部    ６９    ６８    ５７    ３４  

スポーツ科学部スポーツ科学科   ３０４   ３０２   ２６１   １８７  

合計  １，８７１  １，８１７  １，４７２   ９６９  

  

 

【２０２２年度】  

学部学科  志願者数  受験者数  合格者数  入学者数  

法学部法学科   ５９７   ５８３   ４９２   ３３６  

経営学部経営学科   ７２４   ６９９   ５３８   ３５９  

健康栄養学部管理栄養学科   １３６   １３２    ７４    ４６  

国際リベラルアーツ学部    ７３    ６９    ５５    ２０  

スポーツ科学部スポーツ科学科   ３１６   ３１１   ２８６   ２４０  

合計  １，８４６  １，７９４  １，４４５  １，００１  
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 【２０２３年度】  

学部学科  志願者数  受験者数  合格者数  入学者数  

法学部法学科   ５５２   ５４０   ４６１   ３０７  

経営学部経営学科   ７０３   ６６０   ５３６   ３６２  

健康栄養学部管理栄養学科   １２０   １１６    ７６    ３６  

国際リベラルアーツ学部    ７２    ６７    ５５    ２７  

スポーツ科学部スポーツ科学科   ３０２   ２９４   ２６３   ２１９  

合計  １，７４９  １，６７７  １，３９１  ９５１  

  
 
【２０２４年度】  

学部学科  志願者数  受験者数  合格者数  入学者数  

法学部法学科   ４１１   ３９６   ３５３  ２６５  

経営学部経営学科   ８２２  ７５８  ６２５  ４４９  

健康栄養学部管理栄養学科  ７３ ７３ ６９ ３７ 

国際リベラルアーツ学部  １０３ ９５ ７４ ３７ 

スポーツ科学部スポーツ科学科   ３０３   ３０１   ２８５   ２３６  

合計  １，７１２  １，６２３  １，４０６  １，０２４  
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資料１１：法学部の入試状況  
  

 １ 入学者数の推移  

 （単位：人） 

年度  法学科  政治行政学科  法学部合計  

２０１６年度  ２３３  １９７  ４３０  

２０１７年度  ２４０  １４８  ３８８  

２０１８年度  ２６７  １６８  ４３５  

２０１９年度  ２５８  １６９  ４２７  

２０２０年度  ３８９  ―  ３８９  

２０２１年度  ３４１  ―  ３４１  

２０２２年度  ３３６  ― ３３６  

２０２３年度  ３１０  ― ３１０  

２０２４年度 ２６５ ― ２６５ 

＊ 各年度の４月入学と９月入学の合計入学者総数を示している。ただし、２０２４年度に
ついては、届け出時点で９月入学者を対象とした入試が完了していないため、４月入学 
者を対象とした入試における入学者数を示している。  
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２ 志願者数の推移 

（単位：人） 

年度  法学部法学科  法学部政治行政学科  法学部  

２０１６年度  ４２９  ３２１  ７５０  

２０１７年度  ３９１  ２２５  ６１６  

２０１８年度  ４２２  ２５１  ６７３  

２０１９年度  ５２５  ３２０  ８４５  

２０２０年度  ８３７  ―  ８３７  

２０２１年度  ６９７  ―  ６９７  

２０２２年度  ５９７  ―  ５９７  

２０２３年度  ５５５ ―  ５５５  

２０２４年度 ４１１ ― ４１１ 

＊ 各年度の４月入学と９月入学の合計志願者総数を示している。ただし、２０２４年度に
ついては、届け出時点で９月入学者を対象とした入試が完了していないため、４月入学者
を対象とした入試における志願者数を示している。  
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資料１２：経営学部の入試状況  
  

１ 入学者数の推移  

 （単位：人） 

年度  入学定員  入学者数 

２０１６年度  ２００ ２３８  

２０１７年度  ２００  ２４８  

２０１８年度  ２００  ２６５  

２０１９年度  ２２０  ４０４  

２０２０年度  ３００  ３１７  

２０２１年度  ３００  ３８８  

２０２２年度  ３２０  ３６０  

２０２３年度  ３２０  ３８３  

２０２４年度 ３３０ ４４９ 

＊ 各年度の４月入学と９月入学の合計入学者総数を示している。ただし、２０２４年度に
ついては、届け出時点で９月入学者を対象とした入試が完了していないため、４月入学者
を対象とした入試における入学者数を示している。  
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２ 志願者数の推移 

（単位：人） 

年度  入学定員 志願者数 

２０１６年度  ２００  ３８９  

２０１７年度  ２００  ３８０  

２０１８年度  ２００  ４３０  

２０１９年度  ２２０  ６８１  

２０２０年度  ３００  ９１５  

２０２１年度  ３００  ７３８  

２０２２年度  ３２０  ７２４  

２０２３年度  ３２０  ７４３  

２０２４年度 ３３０ ８２２ 

＊ 各年度の４月入学と９月入学の合計志願者総数を示している。ただし、２０２４年度に
ついては、届け出時点で９月入学者を対象とした入試が完了していないため、４月入学者
を対象とした入試における志願者数を示している。  
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資料１３：国際リベラルアーツ学部の入試状況 
 
１ 入学者数の推移  

（単位：人）  

年度  入学定員  入学者数  

２０１９年度  ６０  ３２  

２０２０年度  ５０  ５９  

２０２１年度  ５０  ５４  

２０２２年度  ５０  ４６  

２０２３年度  ５０  ７８  

２０２４年度 ５０ ８６ 

＊ 各年度の５月１日時点の１年次在籍者数を入学者数として記載している。  
 
２ 志願者数の推移 

（単位：人） 

年度  入学定員  志願者数  

２０１９年度  ６０  １１４ 

２０２０年度  ５０  １４９ 

２０２１年度  ５０  １４７ 

２０２２年度  ５０  １９２ 

２０２３年度  ５０  ２００ 

２０２４年度 ５０ １０３ 

＊ 各年度の４月入学と９月入学の合計志願者総数を示している。ただし、２０２４年度に
ついては、届け出時点で９月入学者を対象とした入試が完了していないため、４月入学者
を対象とした入試における志願者数を示している。  
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資料１４：健康栄養学部の入試状況 
 
１ 入学者数の推移  

（単位：人）  

年度  入学定員  入学者数  

２０１９年度  ４０ ４５ 

２０２０年度  ４０ ３４ 

２０２１年度  ４０ ４０ 

２０２２年度  ４０ ４７ 

２０２３年度  ４０ ３６ 

２０２４年度 ４０ ３７ 

＊ 各年度の５月１日時点の１年次在籍者数を入学者数として記載している。  
 
２ 志願者数の推移 

（単位：人） 

年度  入学定員  志願者数  

２０１９年度  ４０ １４０ 

２０２０年度  ４０ ９２ 

２０２１年度  ４０ １２１ 

２０２２年度  ４０ １３６ 

２０２３年度  ４０ １２０ 

２０２４年度 ４０ ７３ 

＊ 健康栄養学部管理栄養学科では、９月入学を対象とした入試を実施していないため、各
年度の４月入学における入学者を示している。 
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３ 編入学試験の志願者数の推移 

（単位：人） 

年度  入学定員  志願者数  

２０１９年度  １０ １ 

２０２０年度  １０ ０ 

２０２１年度  １０ ３ 

２０２２年度  １０ １ 

２０２３年度  １０ ０ 

２０２４年度 １０ ４ 
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資料１５：スポーツ科学部の入試状況  
   

１ 入学者数の推移  

 （単位：人）  

年度  入学定員  入学者数  

２０１６年度  １７０  １９１  

２０１７年度  １７０  ２１１  

２０１８年度  １７０  １９７  

２０１９年度  １９０  ２２４  

２０２０年度  ２００  ２１０  

２０２１年度  １７０  １８７  

２０２２年度  １７０  ２４０  

２０２３年度  １９０  ２１９  

２０２４年度 ２００ ２３６ 

＊ スポーツ科学部スポーツ科学科では、９月入学を対象とした入試を実施していないため、
各年度の４月入学における入学者を示している。  
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２ 志願者数の推移 

 （単位：人）  

年度  入学定員  志願者数  

２０１６年度  １７０  ３００  

２０１７年度  １７０  ３７４  

２０１８年度  １７０  ３４７  

２０１９年度  １９０  ３５８  

２０２０年度  ２００  ３６９  

２０２１年度  １７０  ３０４  

２０２２年度  １７０  ３１６  

２０２３年度  １９０  ３０２  

２０２４年度 ２００ ３０３ 

＊ スポーツ科学部スポーツ科学科では、９月入学を対象とした入試を実施していないため、
各年度の４月入学における入学者を示している。  
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資料１６：学生募集のための PR活動の過去の実績 
 

２０２３年度オープンキャンパス・個別相談会実施状況 計７回 

開催日 開催場所 開催形式 参加者数 

６月１０日（土） 長野県松本市 出張型（対面式 ７ 

６月１１日（日） 静岡県静岡市 出張型（対面式） ８ 

７月１５日（土） 本学 会場型（対面式） ２００ 

８月５日（土） 本学 会場型（対面式） ２７０ 

８月１９日（土） 本学 会場型（対面式） １４４ 

８月２０日（日） 本学 会場型（対面式） １０３ 

９月１６日（土） 本学 会場型（対面式） ３０ 

２０２３年度ガイダンス実施状況 計１１６回 

開催形式 開催回数 参加者数 

校内開催型 ８８ １，３５４ 

会場集合型 １７ ２７６ 

その他 １１ １９１ 

資料請求数   １５，７００件 

ＤＭ発送数   １４，０２１通 

メルマガ配信数 １４，４６２通 
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資料１７：松本大学総合経営学部総合経営学科入学志願動向（過去３年） 
 

年度 
志願者数 
（人） 

受験者数 
（人） 

合格者数 
（人） 

入学者数 
（人） 

定員充足率 
（％） 

２０２１年度 ４０５ ３９３ １４５ ９９ １１０.０ 

２０２２年度 ３９１ ３８５ １８０ １２４ １３７.８ 

２０２３年度 ４０６ ３９３ １４９ １１６ １２８.９ 

出典：松本大学ホームページ 
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資料１８：立命館アジア太平洋大学入学志願動向（過去３年） 
 

学部 
志願者数 
（人） 

合格者数 
（人） 

入学者数 
（人） 

募集人数 
（人） 

２０２１年度 

アジア太平洋学部 
国内学生 ２，０１４ ６８１ ３７８ ３７０ 

国際学生 １７３ １２８ ８５ ９０ 

国際経営学部 
国内学生 １，５２９ ５８７ ２７３ ２６０ 

国際学生 ２２６ １５３ １１０ １２０ 

２０２２年度 

アジア太平洋学部 
国内学生 １，５６９ ７１５ ３８２ ３７０ 

国際学生 １７８ １３６ ９０ ９０ 

国際経営学部 
国内学生 １，３８４ ５９５ ２７６ ２６０ 

国際学生 ２５８ １９８ １１８ １２０ 

２０２３年度 

アジア太平洋学部 
国内学生 ９４６ ５９５ ２８７ ２７０ 

国際学生 １４０ １１４ ６６ ８０ 

国際経営学部 
国内学生 ８４１ ４９９ ２４１ ２３０ 

国際学生 ２４５ １８７ １３６ １１０ 

サスティナビリティ
観光学部 

国内学生 ６４５ ４６７ ２１０ ２００ 

国際学生 ８５ ６９ ５１ ４０ 

出典：立命館アジア太平洋大学ホームページの公表事項より抜粋（４月入学者数） 
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資料１９：立命館アジア太平洋大学収容定員充足状況（２０２３年１１月１日現

在） 
 

学部 収容定員 在籍者数 定員充足率 

アジア太平洋学部 ２，０６５ ２，５３２ １２２.６ 

国際経営学部 ２，４６５ ２，６８１ １０８.６ 

サスティナビリティ観光学部 １，４００ ３５１ １００.３※ 

※サスティナビリティ観光学部は新設学部のため、１年次のみ在籍。 
このため、入学定員（３５０人）に対する充足率を記載。 
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資料２０：山梨県内の高等学校から首都圏私立大学への進学状況  
  

 （単位：人）  

年度  首都圏私立大学への進学数  

２０１９年度  ２，４３１  

２０２０年度  ２，５１７  

２０２１年度  ２，５３５  

２０２２年度  ２，６２３  

２０２３年度 ２，６６６ 

＊ 各年度の学校基本調査に基づき、山梨県内に所在する高等学校から私立大学に進学した
者のうち、東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県に所在する私立大学に進学した者の人数を
算出している。  
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